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研究成果の概要：今回のプロジェクトでは、環境の変化に対する対応能力の違いの源泉とその経

済効果を調べるため、経営者のヴィジョンと組織能力という二つの概念を使って、理論的・実証

的に分析を試みた。さらには、経営陣のヴィジョンや組織能力は人の技能と不可分の関係にある

という仮説のもと、キャリアや雇用政策を分析の中心に据えた。分析の結果、人材配置やキャ

リアパスの違いは、ヴィジョンや組織能力の分布に影響を与え、企業のパフォーマンス、そ

してマクロ経済の効率性等に様々な影響を及ぼすことが理論的に指摘されると同時に、教

育・産業政策が人材配置に大きな影響を与えていることを示唆するいくつかのファクトが

掘り起こされてきた。このことは、教育・産業政策が人材配置のあり方に影響を与えなが

ら、経済全体に大きな影響を与えている可能性があることを示唆している。残念ながら、

これらのことは、確証を得るに至っていない。幸い、この間のプロジェクトの副産物とし

て、日本における人材の配分の効果を分析するために必要なデータが蓄積されてきている。

積み上げられてきた理論とデータをベースに、人材配置のもたらす経済効果をより丹念に

調べていくことが、今後の課題となろう。 
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１．研究開始当初の背景 

当初私たちは、下記の３つの問題意識を持

ってプロジェクトを開始した。①変化に直

面した企業がとる対応の違いは何によって

生み出されているのだろうか。また、②一

企業における変化への対応能力の蓄積は経

済全体の生産性とどのような関係があるの
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だろうか。更には、③それらは一国の教育

政策、雇用政策、産業政策とどのような関

係があるのだろうか。 

 

２．研究の目的 

上記の問題意識にこたえるため、今回のプ
ロジェクトでは、各企業の変化への対応能力
の差を、その企業における中核的人材のヴィ
ジョンとその企業の組織能力の差に求めた。
さらには、経営陣のヴィジョンや組織能力は
人の技能と不可分の関係にあるという仮説
のもと、キャリアや雇用政策を分析の中心に
据えた。そのうえで、①ヴィジョンや組織能
力とキャリアや雇用政策との関連は何か。②
ヴィジョンや組織能力の蓄積や配分の違い
がもたらすマクロ経済への影響はどういう
ものか。③それらの能力は、個別政策とどの
ような関係があるのかという問いに答える
試みが行われた。 

 

３．研究の方法 

 上記３つの問いに対し、理論的・実証的に

分析がすすめられた。理論的には、ヴィジョ

ンと組織能力に関連したモデル分析が行わ

れた。経営者のヴィジョンについては、ヴィ

ジョンの違いがもたらすマクロ経済効果の

分析や企業内のインセンティブシステムが

どのようにヴィジョンの表明をゆがめるの

かといった研究が行われた。企業の組織能力

については、組織能力の源泉としてのルーテ

ィンに関する分析や、組織能力の違いがどの

ように企業間の恒常的格差をもたらすのか

というテーマに対する分析が行われた。さら

には、教育・産業政策が人材の配置に与える

影響を通じて、それらの政策が一国における

ヴィジョンと組織能力の配分に与えられる

影響を分析した。 

 実証的には、主として、次の３つのことが

行われた。一つは、人の移動と企業の動きを

マッチさせるデータの作成、クリーニング作

業とその統計的性質の分析である。これらは、

ヴィジョンや組織能力の形成を人の動きを

調べることによって分析しようという試み

として行われた。二つには、理論的に指摘さ

れた教育政策と産業政策が人材配置に与え

る影響について実証的に検定していく作業

である。３点目は、企業内のインセンティブ

メカニズムの変化が労働者の満足度等にど

のような変化をもたらすのかを調べるため

のケーススタディーである。 
 
４．研究成果 

経営陣のヴィジョンにかかわる理論分析

は二つに分けて考えられた。一つは、ヴィジ

ョンの違いがもたらす社会的インパクトの

分析であり、もう一つは、組織内のインセン

ティブ構造がヴィジョンの形成や正直な表

明をどのように妨げるのかという問題であ

る。社会的インパクトについての研究は、瀧

井が行った。具体的には、瀧井は、経営陣が

顧客の変化に対応するために正確な情報を

得ようとする活動が企業間の競争を促し価

格を引き下げることで経済全体の効率性を

引き上げる可能性を指摘した。さらには、こ

の競争を通じて予測能力の低い企業が淘汰

されていくため、有能な企業によってなされ

る資源配分量が高まり、経済全体の資源配分

がさらに高まる理論的可能性も否定できな

いことも述べている。瀧井は、さらに進めて

そういった顧客の変化に対応しようとする

企業の活動と政府の需要拡張政策との関連

についても分析した。論文は財政支出の増大

が消費をクラウディングアウトするときに

は、政府の活動は経営陣が顧客の変化に対応

しようとすることによってもたらされる社

会的便益を損なう可能性があることを指摘

した。 

企業内のインセンティブシステムと経営

陣のヴィジョンとの関連については、石田が

分析を進めてきた。石田は、自分のキャリア

に対する影響を考慮して経営陣が新事業へ

の意思決定を鈍らせる可能性を示した。さら

に、石田は、経営者が自分自身にとって都合

のいいように情報をゆがめたいという欲求

を持つという仮定の下、事前に自分の意思決

定にコミットすることの利益と自分が誤り

であった時のためにフレキシビィティーを

保っておくことの利益の間のトレードオフ

を分析した。 

企業の組織能力に関連する分析は瀧井が

中心となって行った。まず瀧井は企業の組織

能力の源泉の一つとして指摘されるルーテ

ィンの問題を取り扱った。具体的には、人間

はすべての決定を一度に下すことができな

いという仮定を通常の企業の利潤最大化問

題にとりいれた。そうすることで、現在最適

化できない決定は過去の決定をそのまま踏

襲するというルーティンを通常のモデルの

枠組みで表現できる。瀧井は、二つの要素が

補完的もしくは代替的であるとき、企業は

徐々にしか環境の変化に適応できないこと

を示した。さらに、瀧井は企業間格差の持続

性は組織資本の再生産を通じて行われるこ

とを指摘した。具体的には、多くの組織資本

を蓄積している企業は、有能な人を雇い生産

性を高めることができるため、高い賃金を支

払って有能な人を雇っても高い収益を保つ



 

 

ことが可能になる一方、有能な人はより多く

の知識を組織に残すため、今期多くの組織資

本を蓄えている企業は、有能な人を雇うこと

で、次の期にも組織資本の総量を高く維持す

ることができるといった好循環が生まれる

ことを示した。瀧井はこの基本的アイデアを

より現実にあうように拡張した後で、アメリ

カの株式市場で取引されている企業のデー

タを使って実証的に調べた。その結果による

と、人材の割り当て効果が企業間格差の持続

性にきわめて大きな役割を果たしているこ

とが確認された。 

ヴィジョンや組織能力の背後にある人材

配置に政策がどのような影響を与えるのか

ということに関しては、瀧井と田中によって

分析がすすめられた。まず瀧井と田中は組織

能力と人の能力が補完的である社会におけ

る教育政策の問題に焦点をあて、教育システ

ムの違いが GDPに与える影響について分析し

た。論文では、人材の質と量が代替的ではな

い場合には教育政策は総体としての人的資

本の拡充だけでなく割り当ての効率性に影

響を与えること。そして、この割り当て効果

は、GDP に変化をもたらしうることを指摘し

た。さらには、瀧井と田中は、教育政策と産

業政策との間の関連に注目し、衰退産業への

保護が教育の効果をゆがめる可能性につい

て指摘している。 

実証的には、まずデータの特性を調べる作

業が３つに分けて分析がなされた。まず第１

に、ダイヤモンド社の役員管理職員情報に関

するデータを購入し、万、佐々木、瀧井で、

賃金構造基本調査の集計データとの比較を

行った。それを通じて、製造業に関しては、

年齢分布および勤続年数について比較的似

通った分布が観察されることを確認した。そ

の上で、製造業のデータを使って、ローテー

ションと昇進についてのファクトの整理を

行ってきている。その中で、企業規模が大き

いほど、役員への昇進の時期が遅れると同時

に、ローテーションの幅が広がっていること

が確認された。また、ローテーションのタイ

ミングは昇進のタイミングと同様のタイミ

ングで行われていることも確認されている。

今後、こういったファクトの裏にある理論を

考察することで、企業の中枢に進む人材がど

のように形成されていくのかをより深く分

析していく必要がある。 

次に、ダイヤモンド社の役員管理職員情報

とマッチさせるため、瀧井は河合塾の協力の

下、1966 年から 1989 年の河合塾の大学ラン

キングをデータ化する作業を行った。そのデ

ータを使って、佐野と瀧井は、共通一次の導

入は国公立大学の入試科目数に影響を与え

ると同時に、国公立と私立との間の偏差値格

差や国公立間の偏差値格差に影響を与えて

いることを発見してきている。このことは、

教育政策の変化が学生の大学選択に影響を

与えたことを示唆している。今後、こういっ

た学生たちのその後のキャリアをおうこと

で、教育政策の変更がどのように社会の人材

の流れに影響を与えたのかを分析する必要

がある。 

最後に平田は日経会社年間と会社四季報

の情報を使い、企業の統廃合にかかわる情報

をデータ化する作業に取り組んだ。そのデー

タと役員四季報のデータを使いながら、鈴木

と瀧井は、合併された企業の社長の個人属性

を調べたところ、合併された企業の社長は、

学歴、経験年数等において有意に他の企業の

社長とは差があることを発見した。このこと

は、中枢メンバーの資質が合併等の意思決定

に大きな影響を与える可能性を示唆してい

る。今後、合併後に残る人材の個人属性とそ

の後のパフォーマンスを調べる必要がある。 

産業政策と人材配置との関連については、

瀧井と田中によって分析がすすめられた。彼

らは、教育と産業政策との関連について実証

的に調べていくために、就業構造基本調査の

データを用いて分析をおこなった。そこでは、

公務員や金融業は比較的高学歴者を吸収し

ているにもかかわらず、教育からのリターン

が低いことが発見された。また、教育のリタ

ーンは IT資本比率と正に、そして IT資本の

比率と産業保護指標との交差項に負に相関

することも観察されている。このことは、産

業政策が人材配置のあり方に影響を与えて

いる可能性を示唆している。 

最後に、企業内の人事制度の変化が個別社

員のインセンティブに与える効果を探るた

めに、松繁はある企業においてフィールドワ

ークとアンケート調査を実施した。事務系と

技術系の区分の廃止や職能給廃止、評価制度

の改定等を行ったある個別企業の従業員へ

のアンケート調査を人事制度変化の前後３

回にわたって行い、人事制度の変化がどのよ

うに労働者の意識を変えているのかの分析

を進めてきた。その中で、制度変更直後より

も、その結果自らの給与等が変わることを観

察することで社員は行動を変えている可能

性があることが認識されてきた。 
総括すると、政策の変更は人材の配置を変

え、人材の配置の変更は様々な形で社会に影
響を及ぼしている可能性が示唆された。今後、
理論の示す含意を踏まえたデータ解析と、デ
ータを踏まえた理論作りを繰り返すことで、



 

 

人材配置の重要性についての、より明瞭な結
果が得られるものと思われる。 
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